
１　震災等対応雇用支援事業（旧震災等緊急雇用対応事業） （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 震災等対応雇用支援事業（旧震災等緊急雇用対応事業） 89,139,419 62,882,507 56,340,371 63.2% 60

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 143,095

合　　計 89,282,514 60

２　生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業 46,883,658 39,567,393 31,587,624 67.4% 10

 周知・広報及び管理運営等に要する経費

合　　計 46,883,658 10

３　事業復興型雇用創出事業 （単位：円、人）

 事業復興型雇用創出事業(雇入費助成分) 51,540,407 7 82

 事業復興型雇用創出事業(移転費助成分) 0

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 0

合　　計 51,540,407 7 82

事業所数

事業額 人件費

支給対象者数

新規雇用の失業者
の人数

事業額 人件費

緊急雇用創出事業等実績報告書 総括表（平成２６年度下半期）

新規雇用の失業者
の人数

事業額

事業に従事する
全労働者数

66

66

事業に従事する
全労働者数

14

14

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙１）

４　起業支援型地域雇用創造事業 （単位：円、％、人）

新規雇用の失業者
に係る人件費

割合

 起業支援型地域雇用創造事業 242,224,194 173,176,191 142,385,513 58.8% 68

 一時金支給額 3,000,000

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 0

合　　計 245,224,194 68

５　地域人づくり事業 （単位：円、人、事業所）

効果

 雇用拡大プロセス 588,333,361 532 388

 処遇改善プロセス 88,728,917 187 75

 周知・広報及び管理運営等に要する経費 0

合　　計 677,062,278 719 463

目標

事業額 人件費

事業額
新規雇用の失業者

の人数

74

74

新規雇用の失業者
の人数

事業に従事する
全労働者数

415

415



（単位：円、％、人）

③ 新規雇用の失業
者に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　女性の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　若年者の人数

⑩ 新規雇用の
　失業者のうち
　被災者の人数

1 1 県警本部 1 9 1 3  振り込め詐欺・悪質商法被害抑止コールセンター事業(H25→H26継続のうちH26事業分） 84,779,460 58,605,777 52,063,641 61.4% 62 56 90.3% 56 4 56

2 2 浦安市 2 12 3 被災者雇用事業（被災者住宅等再建支援運営事業） 2,777,040 2,777,040 2,777,040 100.0% 2 2 100.0% 0 0 2 

3 2 山武市 2 12 3 歴史資料保存のための防災・災害対策 1,582,919 1,499,690 1,499,690 94.7% 2 2 100.0% 0 0 2 

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

事　　業　　内　　容
② 人件費 

実施
区分

実施市町村名
事業
区分

分野
区分

財源
区分

震災等対応雇用支援事業（旧震災等緊急雇用対応事業）実績報告書（平成２６年度下半期）

備　考⑥ 新規雇用の失業
者の人数

⑦ 割合
（⑥／⑤）

委託先
区分

⑤ 事業に従事する
全労働者数

① 事業費 
整理
番号

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙２）

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

89,139,419 62,882,507 56,340,371 63.2% 66 60 90.9% 56 4 60 

143,095 

89,282,514 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、事業区分欄、分野区分欄、財源区分欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．新規雇用の失業者のうち若年者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち雇用開始時点で40歳未満である者の数を記載すること。

　　　５．新規雇用の失業者のうち被災者の人数欄には、新規雇用の失業者のうち東日本大震災により被災した失業者数を記載すること。

　　　６．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　７．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

周知・広報及び管理運営等に要する経費

総　　　　　計

合　　　　　計

1 / 1



（単位：円、％、人）

1 2 山武市 6 2 地域資源次世代継承推進事業 8 8,218,149 7,317,200 5,629,813 ( 68.5 ) 3 2 ( 66.7 ) 1 1

2 2 山武市 4 2 米穀安定供給支援事業 2 14,919,120 13,513,823 10,271,040 ( 68.8 ) 6 4 ( 66.7 ) 2 2

3 2 山武市 8 3 山武市林業経験伝承事業（緊急雇用） 3 23,746,389 18,736,370 15,686,771 ( 66.1 ) 5 4 ( 80.0 ) 1

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

③ 新規雇用の
失業者に係る

人件費

⑥ 新規雇用の
失業者の人数

⑪ 新規雇用の
　失業者のうち
　障害者の人数

モデル性

⑦割合
(⑥/⑤)

生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業実績報告書（平成２６年度下半期）

② 人 件 費

委託先
区分

整理
番号

実施
区分

事　　　　業　　　　内　　　　容 ① 事 業 費
⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　高齢者の人数

⑩ 新規雇用の
　失業者のうち
　女性の人数

実施市町村名
④割合
(③/①)

分野
区分 ⑨ 新規雇用の

　失業者のうち
　若年者の人数

備考
⑤ 事業に従事
する全労働者

数

様式第４号（別紙３） 都道府県名 千葉県

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

46,883,658 39,567,393 31,587,624 67.4% 14 10 71.4% 2 4 1 

0 

46,883,658 

　（注）１．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　　２．整理番号欄、実施区分欄、及び分野区分欄には、事業計画書に記載した当該事業の番号を記載すること。

　　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　　なお、委託先区分が３：その他である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　　４．事業内容欄については、当該事業の雇用面のモデル性についても併せて記載するとともに、モデル性欄に、次に該当する番号を記載すること。

　　　　５．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業額について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　　６．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、９月末及び３月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

　　　　〔モデル性区分〕１：生涯現役型　　２：全員参加型　　３：世代継承型　　４：若者雇用型　　５：女性雇用型　　６：高齢者雇用型　　７：障害者雇用型　　８：技能伝承型　　９：地域密着型　　１０：地域特性活用型　　１１：その他

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

総　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要した経費

1/1



（単位：円、人、％）

1 1 国内立地推進事業費補助金 1 1 旭市 朋和産業株式会社 24 1 1 31,337,260 42 0 0.0% 11 12

2 1 中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助金 1 1 山武市 千葉県レクリエーション都市開発株式会社 24 1 1 1,838,218 4 0 0.0% 1 0

3 1 千葉市所有型企業立地促進事業補助金 2 2 千葉市 株式会社ＱＶＣジャパン 24 1 1 2,180,547 6 1 16.7% 5 1

4 1 中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助金 1 1 旭市 株式会社海上自動車教習所 25 1 1 4,004,109 4 0 0.0% 0 3

5 1 中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助金 1 1 旭市 株式会社山中食品 25 1 1 1,400,000 2 0 0.0% 0 0

6 1 千葉市地域経済活性化戦略 2 2 千葉市 株式会社スタートトゥデイ 25 1 1 7,400,000 18 0 0.0% 11 0

7 1 中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助金 1 1 旭市 株式会社ハヤシ工務店 25 1 1 3,380,273 6 0 0.0% 1 0

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

実施市町村名
財源
区分

整理
番号

事業所所在地
（市町村名）

助成
区分

 ⑤支給労働者数
   のうち女性の
　 人数

 ③支給労働者数
   のうち再雇用
   者の人数

①支給額
実施
区分

年度
対象
区分
(1)

産業政策（補助金・融資等） 対象
区分
（2）

事業復興型雇用創出事業実績報告書（平成２６年度下半期）

備考支給事業主名
 ⑥支給労働者数
   のうち当該年
   度に雇用され
   た者の人数

④割合
(③/②)

②支給労働者数

様式第４号（別紙 都道府県名 千葉県

18 

19 

20 

21 

22 

23 

51,540,407 82 1 29 16

0

51,540,407

　（注）１．支給した対象補助金・融資ごとに、対象となった年度ごとに区分して記載することとし、複数年度に跨る場合は行を追加して記載すること
　　　　２．整理番号欄には、当該都道府県の事業ごとに通し番号を記載すること。
　　　　３．実施区分欄には助成内容ごとに区分した上で次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔実施区分〕　１：都道府県事業　　２：市町村事業
　　　　４．市町村事業（実施区分＝２）である場合は、実施市町村名欄に当該事業を実施する市町村名を記載すること。
　　　　５．対象区分（１）欄には、助成対象事業ごとに区分した上で次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔対象区分〕　１：国や地方自治体の補助金・融資（新しい事業や地域の産業の中核となる事業を対象とするものに限る。）の対象となっている事業　　２：１以外の事業
　　　　６．対象区分（１）が１である場合、対象区分（２）欄には、助成対象事業ごとに区分した上で次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔対象区分〕　１：国の補助金・融資の対象となっている事業　　２：１以外の事業
　　　　７．事業所所在地欄には、助成対象事業所の所在地（市町村名）を記載すること。
　　　　８．年度欄には、支給対象となった年度を記載すること。
　　　　９．財源区分欄には、次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔財源区分〕　１：平成23年度第3次補正予算分　　２：平成25年度補正予算分　　３：平成27年度予算分
　　　　10．助成区分欄には、次の該当する番号を記載すること。
　　　　　　〔助成区分〕　１：雇入費助成　　２：移転費助成
　　　　11．支給労働者数のうち再雇用者の人数の割合は、支給労働者数に対する割合を記載すること。（小数第二位四捨五入）
　　　　12．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。
　　　　13．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、９月末及び３月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

周知・広報及び管理運営等に要した経費

総　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

1/1



（単位：円、％、人） 

③ 新規雇用の失業者
に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用
の失業者のう
ち女性の人数

1 2 館山市 4 2 平砂浦活用イベントを通したライフスタイルプロモーション事業 7,345,804 7,345,804 4,553,367 4,553,367 62.0% 0 0 3 3 100.0% 2 

2 2 柏市 5 1 家庭向け消費エネルギーの見える化システムの普及及びインセンティブ事業 11,801,278 11,201,278 7,935,726 7,935,726 70.8% 600,000 2 3 3 100.0% 1 

3 2 柏市 5 1 地域資源との連携による販売コーディネータ－育成事業 4,779,360 3,879,360 3,077,821 2,429,821 62.6% 900,000 3 4 3 75.0% 3 

4 2 柏市 1 1 基盤技術による新事業展開支援事業 8,816,640 8,216,640 8,057,777 6,722,897 81.8% 600,000 2 2 2 100.0% 0 

5 2 市原市 8 1 都市交流拠点賑わい創出事業 8,208,254 7,908,254 4,537,665 4,537,665 57.4% 300,000 1 2 2 100.0% 0 

6 2 南房総市 2 1 情報通信関連企業立地促進人材育成事業 195,960,578 195,960,578 138,760,335 111,362,537 56.8% 0 0 57 53 93.0% 22 

7 2 南房総市 4 2 森林セラピー等高付加価値旅行商品の開発・運営支援事業 8,012,280 7,712,280 6,253,500 4,843,500 62.8% 300,000 1 3 2 66.7% 1 

8 2 酒々井町 3 1 特産品創出活用推進協働事業 300,000 0 0 0 #DIV/0! 300,000 1 0 0 #DIV/0! 0 事業費は上半期で報告

245,224,194 242,224,194 173,176,191 142,385,513 58.8% 3,000,000 10 74 68 91.9% 29 

0 

起業支援型地域雇用創造事業実績報告書（平成２６年度下半期）

整理
番号

実施
区分

実施市町村名
分野
区分 ⑥ 新規雇用の

失業者の人数
⑦ 割合

（⑥／⑤）

合計
（①＋⑤）

周知・広報及び管理運営等に要する経費

⑤ 事業に
従事する

全労働者数② 人件費 

委託
先
区分

事　　業　　内　　容 ① 事業費 備　考

合　　　　　計

一時金
支給
対象数

⑤
一時金
支給額

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙５）

245,224,194 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、分野区分欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　５．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

242,224,194 総　　　　　計

1 / 11 / 1



（単位：円、％、人）

④うち女性
の人数

⑦ 新規雇用の失業
者

に係る人件費

⑧ 割合
（⑦／④）

⑮うち女性
の人数

1 1 雇用労働課 8 ○ 1 若年者就労応援事業
正社員での就職を記号する概ね３４歳以下の若年求職者を対象に、社会人基礎研修と
県内企業等での職場実習を実施し、実習先で正社員での就職を目指す。 224,998,775 150 139 224,998,775 164,503,281 120,597,946 53.6% 219 166 75.8% 65 150 139 51 

㈱インテリジェンス
㈱パソナ
マンパワーグループ㈱

2 1 雇用労働課 8 ○ 1
若年者就労応援事業
（両プロセス一体型）

概ね３５歳未満の若年求職者を対象に、雇用拡大プロセスで約1ヵ月間のＯＦＦ-JTと約3
か月のＯＪＴを実施し、ＯＪＴ先での就職を支援するとともに、処遇改善プロセスで実習先
企業の社員受け入れ環境の整備及び就職決定後の定着支援を実施する

36,000,000 150 36,000,000 150

㈱インテリジェンス
㈱パソナ
マンパワーグループ㈱

H27年度事業の準備期
間のため実績なし

3 1 雇用労働課 8 3
ジョブカフェちば出張
版事業

ジョブカフェはサテライトを持たないことから、居住地が遠く、船橋まで来所できない若年
求職者に対してもサービスを提供するため、県内各地域の市町村等を拠点に、個別相
談・適職診断・セミナー・マッチングイベント等を実施し、県内全体の就職の促進と地域
企業の人材確保を支援する。

28,567,759 300 338 28,567,759 300 338 132 (財)千葉県産業振興センター

4 1 雇用労働課 8 1
千葉県ジョブサポートセ
ンター事業

千葉県ジョブサポートセンター運営業務 30,376,020 330 357 30,376,020 330 357 不明

5 1 産業人材課 8 1
障害者就業体験雇用
促進事業

　事業所で働きながら職場において実務経験を積むOJTと職場外で行うOFF－JTを組
み合わせ、一般就労に関する知識・技能の習得を図り、障害のある人の職域を広げ、新
たな雇用を促進する。

67,066,000 20 47 67,066,000 53,615,774 47,936,313 71.5% 49 47 95.9% 12 0 20 47 12 

6 1 健康福祉指導課 7 ○ 1 介護人材づくり促進事業
派遣会社を通じて求職者を介護補助員として介護施設等に派遣し、雇用の創出を図る
とともに、派遣期間中に介護の資格を取得させるための研修を受講させることにより継続
的な就労に結び付ける。

127,765,767 150 155 127,765,767 86,470,636 86,470,636 67.7% 155 155 100.0% 99 0 150 155 99 

7 2 千葉市 7 1
計画相談支援等体制
整備事業

地域の無業者を、障害者総合支援法に基づく相談支援事業所等で雇用し、サービス等
利用計画の作成補助業務等を通じて、相談業務や障害福祉サービスに関する知識及
び実務経験を獲得させ、障害福祉分野の人材として育成する。

16,811,820 30 24 16,811,820 16,811,820 14,147,612 84.2% 44 24 54.5% 21 0 30 24 21 

8 2 船橋市 7 2
障害者相談支援サポー
ト事業

指定特定相談支援事業者において失業者を新規雇用し、サービス等利用計画の作成
補助、障害福祉サービス事業所等の関係機関との意見交換等のサポート業務を通じ、
障害福祉サービスの経験を積ませ、相談支援事業者が抱える人手不足を解消し、当該
事業者の人材確保を推進する。

2,917,839 3 3 2,917,839 2,574,467 2,574,467 88.2% 3 3 100.0% 2 3 3 3 2 

9 2 船橋市 7 1 〃 〃 5,507,766 3 3 5,507,766 4,783,355 4,783,355 86.8% 3 3 100.0% 2 3 3 3 2 

10 2 松戸市 8 2 若者就労支援事業 ニート等の若者の就労支援 3,616,343 14 40 3,616,343 14 40 8 

11 2 茂原市 7 1 介護人材育成事業
被雇用者が介護施設で働きながら、介護初任者研修を修了することを目的とし、市内施
設の雇用確保を図る。 5,647,843 10 4 5,647,843 4,526,610 4,526,510 80.1% 4 4 100.0% 2 0 10 4 2 

12 2 茂原市 7 3 〃 〃 2,974,155 0 2 2,974,155 2,444,767 2,444,767 82.2% 2 2 100.0% 1 0 0 2 1 
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地域人づくり事業（雇用拡大プロセス）実績報告書（平成２６年度下半期）
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先
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うち被災者の
人数

⑩ 新規雇用の失業
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都道府県名 千葉県様式第４号（別紙６の１）

13 2 佐倉市 7 3 介護人材育成事業
被雇用者が介護施設で働きながら、介護初任者研修を修了することを目的とし、市内施
設の雇用確保を図る。 10,496,945 10 9 10,496,945 9,295,646 9,295,646 88.6% 9 9 100.0% 7 0 10 9 7 

14 2 佐倉市 7 3
高齢者地域就業促進
事業

シルバー人材センターで、介護経験者を雇用することで、就業機会の創出とともに、他
の職員の介護現場の業務負担を軽減し、地域における介護の質の向上を図る。 1,141,463 8 9 0 7 8 3 1,141,463 1,141,463 1,141,463 100.0% 1 1 100.0% 1 0 1 1 1 

15 2 柏市 7 3
高齢者の就労・社会参
加促進事業

高齢者関係情報を一元化したワンストップサービスを可能とするプラットフォームを構築
し、積極的な情報発信やマッチング等を通じて、高齢者等の社会参加を促進させる。 9,308,049 35 36 9,308,049 35 36 10 

16 2 柏市 8 2
若年者中間的就労支
援作業トレーニング事
業

就労先とのミスマッチ等を防ぐために、作業スキルの習得や就労先の見極め効果が期待
できる作業トレーニングや就労体験を実施し、就労に結びつける出口対策を行う。 8,744,889 31 37 8,744,889 31 37 8 

17 2 柏市 7 3
障害者相談支援事業
所サポート事業

地域の無業者を、障害者総合支援法に基づく市内の相談支援事業所で雇用し、各種
のOJT/Off-JTを通じて、それら無業者の人材育成を図り、就業に結びつける。 262,656 5 1 262,656 262,656 262,656 100.0% 1 1 100.0% 1 0 5 1 1 

18 2 市川市 8
市川市若年者就業支
援推進事業

ニート等の若者に就労体験をさせ、企業開拓も実施する。 954,720 0 0 954,720 0 0 0 

19 2 習志野市 8
女性高齢者の就業機
会拡大事業

女性高齢者が、活躍できる場の拡大を図るため、習志野市シルバー人材センターに営
業経験を有する女性の求職者２名を雇用し、女性の視点により、女性会員の新たな職
種、業務等に開拓するとともに、女性会員の拡大を推進する。

1,109,000 10 10 1,109,000 10 10 10 

20 2 流山市 8 3 就職個別相談事業 就労者に継続的な個別相談を実施し、就労に繋げる。 4,065,552 30 39 4,065,552 30 39 17 

588,333,361 1,289 1,253 86,742,332 757 865 188 501,591,029 346,430,475 294,181,371 58.6% 490 415 84.7% 213 6 532 388 199 

0

588,333,361

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、分野区分欄及び人材派遣欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．事業額欄は、当該事業の実績の額を記載すること。

　　　５．目標欄は、事業計画と同内容を記載し、効果欄は、当該上下半期末時点において達成した人数を記載すること。

　　　６．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　７．周知・広報及び管理運営等に要する経費については、9月末及び3月末までに要した経費について計上するとともに、併せて、その支出状況を明らかにする書類を添付すること。

合　　　　　計

小　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要する経費
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（単位：円、事業所、人）

うち
実数計

うち実数 うち実数 うち実数 うち実数

1 1 雇用労働課 8 ○ 1
若年者就労応援事業

（定着支援）
若年者就労応援事業（雇用拡大プロセス）で就職した者および就職先企業に対する定着支援を
実施

66,105,721 881,409.6 63 63 75 75 75 75 105 105 

2 1 雇用労働課 8 ○ 1
若年者就労応援事業
（両プロセス一体型）

概ね３５歳未満の若年求職者を対象に、雇用拡大プロセスで約1ヵ月間のＯＦＦ-JTと約3か月の
ＯＪＴを実施し、ＯＪＴ先での就職を支援するとともに、処遇改善プロセスで実習先企業の社員受
け入れ環境の整備及び就職決定後の定着支援を実施する

8,400,000 #DIV/0! 63 63 0 0 105 105 

H27年度事業の準
備期間のため実績
なし

3 1 雇用労働課 8 ○ 1
中小企業職場定着支援

事業
県内中小企業の若手職員の定着率向上を目的に、社員向けのセミナー、コンサルティングを実
施

12,200,000 #DIV/0! 60 60 0 0 100 

H27年度事業の準
備期間のため実績
なし

4 1 産業振興課 1 3
健康・医療ものづくり販
路開拓営業人材等育成事
業（Ｈ２６年度支出分）

健康・医療ものづくり関連の中小企業等を対象に、業界に精通し販路開拓を展開できる基礎能
力を備えた人材を育成するとともに、国内で出展される大規模展示会出展による販路拡大等の
取り組みを支援することで売り上げや利益増加につなげ、在職者の処遇改善（賃金の上昇）を
図る

2,009,196 #DIV/0! 0 0 22 22 

目標値：H28.3.31
提出見込
契約額
H26:2,994,678

5 2 東庄町 7 3 資格取得支援事業
町内の老人福祉施設で介護職として働く者の資格取得を支援し、その給与等の引き上げを図る
ことで、介護職員の待遇改善と現在勤務している施設への定着支援を図る。

14,000 #DIV/0! 1 1 0 1 1 成果は平成27年度に発現

88,728,917 #DIV/0! 187 1 186 75 75 75 75 333 233 

0

88,728,917 

（注） １．当該上下半期に終了した事業について記載すること。

　　　２．整理番号欄、実施区分欄、実施市町村名欄、分野区分欄及び人材派遣欄には、事業計画書と同内容を記載すること。

　　　３．委託先区分欄には、次の該当する番号を記載すること。

　　　　〔委託先区分〕　　１：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

　　　　　なお、委託先区分が３（その他）である場合は、備考欄に委託先名を記載すること。

　　　４．毎年度下半期の報告に当たっては、当該年度に都道府県及び市町村が自らの財源により上積みした事業の内容及び事業費について任意の様式により作成し、本様式に添付すること。

　　　５．目標欄は、事業計画と同内容を記載し、効果欄は、上下半期末時点において達成した事業所数を記載すること。

　　　６．うち実数欄は、達成した事業所数の実数を記載すること。（例えば、１事業所で複数の目標を達成した場合、主たる目標を１つ選択しカウントすること。）

地域人づくり事業（処遇改善プロセス）実績報告書（平成２６年度下半期）
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（ 参 考 ）
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周知・広報及び管理運営等に要する経費

小　　　　　計

正社員
転換

その他

#DIV/0!合　　　　　計

① 事業額
賃上げ 定着率

備　　考正社員
転換

③ 目標
賃上げ 定着率

都道府県名 千葉県様式第４号（別紙６の２）

　　　７．参考欄は、達成した実数を記載すること。
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